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この数十年間先進国において出生性比（男性の出生割合）が低下し続けているという報告が
ある。本研究では，1899～2004年の日本全体の出生性比，さらに都道府県別の出生性比の年次
推移，地域特徴について検討する。
出生数の資料は1899～2004年（106年間）の人口動態統計の性・都道府県別出生数である。

出生性比は男性出生児数／女性出生児数×1,000によって算出した。また，アメリカの
が経年的変化を捉えるために開発した 回帰を用いて，出生

性比の年次推移の有意な変曲点（ ）および変曲点間の平均年変化率を求めた。
日本全国の出生性比は，1910年から1970年にかけて上昇し，1971年頃以降低下傾向がみられ

た。都道府県別では，多くの都道府県において1910年代から1970年頃にかけて出生性比上昇傾
向がみられた。1970年代以降，有意な低下傾向を示す県は北海道のほか６都府県であった。一
方，1970年代以降，有意に上昇し続ける県は青森県のほか23県であった。
1970年代以降出生性比が有意に低下した県のうち，半数以上は京浜工業地帯，京葉工業地域

など首都圏を囲んだ重化学工業地帯に分布しているという特徴がみられた。出生性比の低下は，
農薬，大気汚染物質の曝露，メチル水銀，地震に伴うストレス，排卵誘発剤の使用など様々な
要因との関連があると指摘されているが，どれも決定的ではなく，詳しい原因の究明を行う必
要がある。

出生性比， 回帰

Ⅰ

この数十年間先進国において，出生性比（男
性の出生割合）が低下し続けているという報告
がある1)-6)。また，出生性比の低下と化学物質
の環境汚染の影響との関連があるという仮説も
提出されている7)-12)。
日本の出生性比について，詳細な検討には

1970年代の臼井ら13)と2000年の内田らの報告が
ある14)。臼井らの報告では，明治期に105，昭
和期104，昭和に入って少しずつ上昇し1975年
頃に106に達したという。上昇の理由としては，
死産の減少によるものであることを認めている。

内田らの検討では，1903年に105.0であったが，
その後104.1まで低下し，1925年に上昇して，
1969年に106.6となり，1970年以降再び低下し，
1994年には105.5となっている。
しかし，2000年以降，出生性比は変動し，ま
た低下し続けているのか，これについて詳細な
分析はされていない。本研究では，1899～2004
年の日本全体の出生性比，さらに都道府県別の
出生性比の年次推移を記述し，地域特徴につい
て検討する。
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傾向１ 傾向２ 傾向３ 傾向４

年 年平均変化率 年 年平均変化率 年 年平均変化率 年 年平均変化率

全国

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県

山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県

埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県

富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県

岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県

京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県

鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県

徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県

佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県

東北地方
関東地方
中部地方
近畿地方
中国地方
四国地方
九州地方

注 1) 1943年以前と1973年以降は沖縄県を含む。九州地方には沖縄県を除く。
2) ＊ｐ＜0.05
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Ⅱ

出生数の資料は，
1899～2004年（106
年間）の人口動態
統計の性・都道府
県別出生数である。
沖縄県については
1945～1972年まで
の出生数が得られ
ないので，除いた。
出生性比は男性出
生児数/女性出生
児 数 × 1,000 に
よって算出した。
また，アメリカの

（ ）
が経年的変化を捉
えるために開発し
た 回帰
を用いて，出生性
比の年次推移の有
意な変曲点（

）および変
曲点間の平均年変
化率を求めた15)16)。

Ⅲ

回 帰
分析は に示す
ように，出生性比
変化区間および変
曲点間の平均年変
化率を計算した。
多くの都道府県に
おいて1910年代か
ら1970年頃にかけ
て出生性比の上昇
傾向がみられた。
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注 1943年以前と1973年以降は沖縄県を含む。
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1970年代以降，有意な低下傾向を示す県は北海
道のほか６都府県であった。一方，1970年代以
降，有意に上昇し続ける県は，青森県のほか23
県であった。 に全国と46都道府県の

回帰分析の結果を示す。

日本の出生性比は，1910年から1970年にかけ
て上昇し，1971年頃以降低下傾向がみられた。

北海道は1925年から1970年にかけて上昇し，
その後低下した。青森県，宮城県は1899年から，

秋田県は1929年から上昇傾向を示した。岩手県，
福島県は横ばいであった。山形県は1938年から
1946年頃にかけて上昇し，その後，低下した。
東北地方全体では，1918年から上昇傾向を示し
ている。

群馬県，栃木県は1899年から，茨城県は1906
年から上昇傾向を示した。埼玉県，千葉県，神
奈川県，東京都は1970年頃から低下した。関東
地方全体では，1899年から1970年にかけて上昇
し，その後低下した。

新潟県，福井県，長野県，静岡県は1899年か
ら上昇傾向を示した。山梨県は全期間で横ばい
であった。石川県，岐阜県，愛知県は1899年か
ら1970年代にかけて上昇し，その後横ばい，富
山県は1906年から1970年にかけて上昇し，1970
年以降横ばいであった。中部地方全体でみると，
1910年から1970年にかけて上昇し，1970年以降
横ばい傾向を示した。

三重県，滋賀県，奈良県，
和歌山県は1899年から上昇
傾向を示した。兵庫県は全
期間で横ばいであった。京
都府は1899年から1958年代
にかけて上昇し，その後横
ばいとなった。大阪府は
1970年以降低下傾向がみら
れた。全体では，1989年か
ら1970年にかけて上昇し，
1970年代以降低下傾向を示
した。

島根県は1899年から上昇
傾向を示した。岡山県，広
島県，山口県は1910年代か
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ら上昇傾向がみられた。鳥
取県は1940年代から横ばい
であった。全体としてみる
と，1912年から1971年にか
けて上昇し，1971年以降低
下傾向を示す。香川県は
1899年から，徳島県は1904
年から上昇傾向を示した。
愛媛県は全期間で横ばいで
あった。高知県は1928年か
ら1946年にかけて上昇し，
その後，低下した。全体的
にみると，四国地方の出生
性比は1946年以降低下傾向
を示している。

佐賀県，大分県は1899年
から上昇傾向を示した。福
岡県は1965年以降横ばいであっ
た。熊本県，鹿児島県，宮崎県
は1910年代に低下し，その後，
上昇傾向がみられた。長崎県は
1910年から1950年にかけて上昇
し，1950年以降横ばいであった。
九州全体としてみると，1899年
から1918年にかけて低下し，そ
の後上昇傾向を示した。

Ⅳ

出生性比の年次推移は，日本
全体では1910年から1970年にか
けて上昇し，1970年以降低下し
ていることが明らかとなった。
性比の上昇は衛生状態の向上，
出産期保健の改善，死産になり
やすい男性胎児が成育する可能
性が高くなったためと考えられ
ている13)。性比低下の原因を明
らかにするのは困難であるが，特定の小規模な
人口集団では各種化学物質やダイオキシンなど

汚染物質への曝露による男性の出生割合が減少
することが知られている17)。 らは

19― ―



Joinpoint

第54巻第11号「厚生の指標」2007年10月

1970年代に英国スコットラ
ンドの各地域において，焼
却所の排ガスによる大気汚
染と出生性比との関係につ
いて調査していた。その結
果，出生性比は大気汚染の
影響を受けており，大気汚
染のひどい地域ほど出生性
比が低いことが明らかに
なった17)。男性のダイオキ
シン類への曝露によって出
生性比が低下するという報
告もあり，1976年にイタリ
アのセベソで発生したダイ
オキシン汚染事故では，
1977年から1984年に，ダイ
オキシン汚染が最も高かっ
た地域で生まれた74人の子
どものうち，男児はたった
の26人であったが，1985年
以降の男児出生比率は正常
値へと回復し始めている8)。
原因として曝露によって血
清中テストステロン濃度が
低下し，性線刺激ホルモン
濃度が上昇するためである
と 解 釈 で き る こ と を

が指摘している18)。
日本ではメチル水銀中毒の
発生した水俣市において，
1955年から1959年にかけて
性比が低下し，特に，水俣
病認定された母親からの児
は極端に性比が低下してい
たと報告されている19)。鹿児島県において1968
年から1987年まで男児出生比率を調査したとこ
ろ，40歳以上の高齢出産比率，飲料水中のナト
リウムイオン（ ＋）濃度，塩素イオン濃度，
四酸化硫黄イオン（ ４－）濃度が高いほど
男児出生比率が低いという調査結果が示された
20)。また，国レベルの大きな人口集団でも最近，
いくつかの欧米先進国で出生性比が低下し続け

ていることが報告されている。 らは過去
50年の各国の出生性比を調査し，アメリカ，カ
ナダ，スウェーデン，ドイツ，ノルウェー，
フィンランド，デンマーク，オランダと南アフ
リカの一部などでは男性出生の割合が減少傾向
にあると報告している21)。
日本においても1970年以降，出生性比が低下
を続けている。環境汚染物質の関与が推測され
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注 九州地方には沖縄県を除く。
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ていることから，クロマツ
針葉樹中のダイオキシン類
の 濃度，ムラサキイ
ガイのダイオキシンの発生
頻度との地理的相関を分析
したが，明らかな相関は認
められなかった22)。しかし，
環境汚染物質濃度測定につ
いてはデータがまだ不十分
であり，かつ，生態学研究
であるため，生態学的錯誤
があることは避けられない
ため，環境中の汚染物質と
の関係を否定することはで
きない。
本研究では，46都道府県

のうち半分以上の都道府県
において1970年以降に出生
性比の減少がみられ，中で
も７都道府県では統計的に
有意な減少が確認された。
出生性比が有意に低下した
県のうち，半数以上は京浜
工業地帯，京葉工業地域な
ど首都圏を囲んだ重化学工
業地帯に分布しているとい
う特徴がみられた。密集し
た居住環境や，工業地帯の
近接などによる汚染物質へ
の環境的，あるいは職業的
な曝露と出生性比低下との
関連をこれからの課題とし
て考えるべきである。
ところで，環境は死産性

比と関連しているという報
告もある。日本の死産性比は1900年代には120，
1960年代には130という水準であったが，1970
年ごろから増加傾向が顕著となり，2004年には
224と上昇している。死産性比急増については，
生物学的要因の上に何らかの環境変化が加わり，
胎児が発育しにくい環境におかれると相対的に
弱い男児が流産死産となる。そうした死産にお

ける男児比の増加により出生性比が減少するの
ではないかと は推測しているが23)，そ
の環境変化が何かは不明である。
先進国では排卵誘発剤の使用が出生性比低下
の要因であることも指摘されている24)。しかし，
日本では排卵誘発剤を服用している不妊患者の
うち，14％（出生7,000件）しか妊娠しないと
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の報告もあり，排卵誘発剤の使用によって，こ
の30年間続いている低下傾向を解釈するのは困
難であると思われる23)。出生性比が低下する他
の原因としては地震やテロなど災害に伴うスト
レス25)，精神的なショックが出生性比を低下さ
せるという報告もあった26)。しかし，これはご
く小規模な集団では考えられるとしても，日本
全体での出生性比の低下の原因をストレスに帰
することはできない。

Ⅴ

本研究では， 回帰分析により初め
て日本の106年間にわたる出生性比の変化およ
び変化の地域的な特徴を明らかにした。最近30
年間，出生性比が低下し続けていることについ
ての環境的および社会的な解釈を今後の課題と
して，さらに詳しい原因の究明を行う必要があ
るだろう。
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